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研究成果の概要（和文）：本研究課題は，環境行政法における金銭的負担および行為負担のあり

方について，理論的および制度論的アプローチから日独比較法研究を実施し，両国の共通点と

相違点，法原則の形成や手法の選択に影響を与えている要因を分析した。それを通じて，環境

法政策における費用負担が，古典的な警察法的責任に基づく負担から政策的観点による誘導機

能を組み込んだ負担へと変容している制度動向とその要因を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：This study researched A role of legal principles for environmental 
liability allocation in Japanese and German law, mainly “Perpetrator principle 
(Verursacherprinzip)” and analyzed exactly the relevance of principles of environmental 
law for legal practice, the relationship between environmental liability and the concept of 
sustainable development, their relevance to national and international political matters, 
the major factors to new legislation and the distinction of Japanese environmental liability 
in comparison with German law. 
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１．研究開始当初の背景 
 
（1）本研究は，環境行政法の日独比較を中
心とするが，この背景には，ドイツ環境法に
おいて進行してきた先進的な改革動向（環境
規制法の現代的変革：Modernisierung des 
Umweltordnungsrechts）がある。この一連
の改革は，環境法領域において古典的な規制
型行政法システムの機能不全が顕在化した

ことが端緒となった。そうした問題状況に対
し，行政実務レベルで先行的試みが始まり，
経済的インセンティブや情報を活用する誘
導型行政手法，行政契約や協定など当事者間
の合意形成に主眼をおいた法制度運用が進
められてきた。 
 こうした取り組みは，近時では，環境法典
草案の起草を始めとして環境法領域に共通
する行政手法や一般法原則の理論化・体系化
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が試みられている。 
 
（2）このような動向において，その変革を
発端とする現象として協働型の環境行政法
システムの登場が注目される。協働型システ
ムは，行政が社会勢力，すなわち事業者や市
民と協調して環境政策目標の実現のために
活動することを要請する。当事者間の協調や
合意形成を基調とすることにより，規制手法
にはない柔軟性に富む仕組みが可能になる
との期待がある。 
 協働を基調とする行政システムが，近年，
環境法領域における多くの局面で活用され
ている状況が見られる。多様な主体の協働を
活用する仕組みは，個別の法適用レベルにお
いて法規制の不全を解消するための手段と
してだけではなく，国家レベルの政策形成や
法制度設計の手法として，積極的に採用され
ている。 
 
（3）誘導型手法や協働型システムを採用す
る法制度では，施策実施に関与する各主体の
法的責任とそれに基づく負担をどのように
定めるか，という行政法上の問題が提示され
る。 
 この点に関して，ドイツ環境法では，費用
負担の基本原則として，1971 年の連邦環境
プログラムにおいて，環境負荷を引き起こし
た原因者がその対策費用を負担するという
「原因者負担原則（Verursacherprinzip）」
が政治的・政策的指針として示された。ドイ
ツ環境法における費用負担をめぐる議論は，
この原則を基礎として展開され，法制度とし
て具体化されてきた。こうした環境法に固有
の費用負担のあり方につき，先行した議論や
制度化が見られる点で，本研究にとってドイ
ツ法は示唆に富む。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では，環境法領域を素材とする比較
法研究を通じて，法政策実施に伴う費用の負
担のあり方を明らかにすることを目的とし
た。本研究で対象とした費用負担には，汚染
対策のための金銭的負担とならび，政策実施
に当たり一定の役割を担う行為負担も含め
て，環境法政策システム全体を考察した。 
 政策実施に関与する各主体の費用負担に
つき，その分担を決定する原理と要因，それ
を反映した法制度の設計，および制度運用に
おける負担の具体化手法を検討することに
より，環境保護にかかわる費用負担の法理と
仕組みを抽出することを目指し，日独を中心
とする比較法的検討を通じて，環境保護に関
する費用負担のあり方について体系的な理
論化を目標とした。 

 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は，日独における環境法および行政
法領域を対象として，文献研究による制度理
論研究および制度運用の実態調査を通じた
事例研究の両方を組み合わせて実施した。 
 まず，政策形成・制度設計レベルにおいて，
環境保護のための費用の配分を決定づける
理念と基準を検討した。次に，法制度の運用
レベルでは，法制度が導入された後，各主体
が分担した費用負担をどのような手法によ
り実現していくか，について分析した。あわ
せて，法制度により規定された費用負担に対
する法的担保の仕組み，法的責任との関係性
について検討した。 
 環境法は，多数の環境分野ごとに個別法律
が整備されており，分野ごとに特徴的な制度
設計や法理，手法が形成されていることも多
い。そのため，特定の個別法分野に限定せず，
複数の環境分野を対象とする分野横断的な
分析手法を採用した。分野横断的な事例分析
は，分野間において制度や法理を比較するこ
とにより，多角的検討に有益である。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）現在の環境法における費用概念は，多
様であり，例えば，環境負荷を防止する費用，
環境汚染の原状回復の費用，積極的な環境保
全の費用などが挙げられる。また，誘導や協
働などの政策的観点から，それぞれの政策目
的や制度設計により，費用負担のあり方も異
なる。ここでは，古典的な行政規制，すなわ
ち警察法に由来する古典的な汚染防止責任
の考え方とは直接結びつかない費用負担の
原理が見受けられる。そのため，費用負担の
決定には，法的責任，政策実施の実効性と効
率性，経済的合理性，社会的公平性など，多
様な要素が考慮される。 
 
（2）ドイツ環境法における費用負担の基本
原則である「原因者負担原則」は，環境負荷
を引き起こした原因者がその対策費用を負
担するという原則であり，1971 年の連邦環
境プログラム以降，とりわけ経済学的見地か
ら展開されてきた。環境法における費用負担
は，当初想定されていた金銭的費用のみでな
く，行為負担を含むものとなり，さらに，環
境負荷を生み出す原因者の拡大に伴い，リサ
イクル分野で形成された「生産者責任
（Produktverantwortung）」や統合的製品政
策（Integrierte Produktpolitik）などの多
様なバリエーションが見られるようになっ
た。 



 

 

 
（3）日本では，公害対策以降，汚染者負担
原則（polluter pays principle：PPP）が法
的な負担配分を決定する中心的法理となっ
てきたが，リサイクル制度の導入にあたり，
ド イ ツ の 容 器 包 装 廃 棄 物 令
（Verpackungsverordnung）およびそこで採
用されている生産者責任が参照されたこと
により，拡大生産者責任（Extended producer 
responsibility：EPR）の制度化が進展した。
その一方で，拡大生産者責任は，各リサイク
ル法に固有の制度化当時の実務運用や事業
者の取り組み体制を受けて，個別分野ごとに
異なる法的責任や行為義務として法制度化
されてくることとなり，一定の法理・法原則
に基づいた制度設計とはなっていない現状
が見受けられる。 
 
（4）EPR の展開が進展した廃棄物処理・リサ
イクル法分野以外では，異なる法的責任や費
用負担も採用されている。ドイツでは「公共
負担原則（Gemeinlastprinzip）」や「受益者
負担原則」について，これらが採用されてい
る分野，自然保全・自然再生，水源保全，環
境配慮型農業政策では，純粋な公共負担では
なく，受益者負担の観点から自然資源の利用
に対する費用負担を部分的に導入し，環境配
慮型の資源利用へのインセンティブを付与
している。例として，地下水を含む水資源の
利用に対して従量制の水源税・利用賦課金が
広く見られる。日本では，地方自治体レベル
において受益者負担に基づく地域資源の保
全への取り組みが先駆的に見受けられるが，
条例等による対応には限界がうかがえる。 
 
（5）ドイツにおいては，法制化による制度
設計にあたり，原則論からの具体化が見られ
るものの，そのときどきの経済状況，国際的
および政治的動向により具体的な制度設計
に影響が見受けられる。とくに，経済市場の
状況や景気動向，それにかかわる EU の影響
も大きい要素として見て取れる。とりわけ，
気候変動防止では，国際的動向や政治的関与
の影響が大きく，環境法の論理とは異なる要
素から政策方針が決定する傾向が見られる。
特に近年では EU の影響が強く，EU 法の国内
移行にくわえて，EU 域内における自国経済の
市場競争力の強化を意図して産業界と協働
する政策も見られており，環境法への国内政
治的要因による影響も少なくない。 
 
（6）環境関連事業の経済性の向上，環境ビ
ジネスとしての市場化は，ドイツでは近年顕
著に推進されている政策であり，新規市場や
新規雇用の創出にもつながっている。しかし，
他方では，市場化することのデメリットも生
じている。典型例として，市場化が進行した

容器包装リサイクル分野では，拡大生産者責
任やその具体化としてのデュアル・システム
の採用，さらにワンウェイ容器に対する強制
デポジット制度の導入など，事業者の回収処
理義務の強化が続けられたが，そのことが，
リサイクルの市場化を進めてワンウェイ容
器の市場占有率が高まるなど，法制度が当初
想定した拡大生産者責任にとっては原則と
例外の逆転現象を生んでいる。 
 
（7）日本法の場合，リサイクル分野では，
循環型社会形成推進基本法など原則論を進
展させる立法・理論動向に先行して，個別法
が整備されてきた沿革があり，原則論と実務
実態が現在も十分に調整されていない状況
にあって，法規範としての体系化が必要とな
っている。近時，環境法学では，環境法領域
に共通する環境法総論の構築に向けた取り
組みも始まりつつあるが，費用負担のあり方
についても環境法の一般理論や法原則論の
進展が今後の課題である。 
 
（8）以上の他に，本研究を通じて進めてき
た環境法の制度理論研究と事例研究をさら
に深めるため，経済学や工学などとの学際的
研究にも取り組み，体系的な研究プロジェク
トとして，国公私立大学・コンソーシアム福
岡による 2件の研究助成事業「資源循環・低
炭素型都市づくりの学際研究」（2009 年度）
および「九州と東アジアの都市をつなぐ学際
的検討フォーラム」（2010 年度）を共同で実
施した。 
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